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| 愛知、静岡、岐阜、三重、富山及び石川
の各県
〒461`0005 名古屋東桜郵便局留
（建設工事）
都市機構平25・26中部地区工事審査担当
（建設コンサルタント等業務）
都市機構平25・26中部地区コンサルタン
ト審査担当

} 大阪府、京都府、滋賀、福井、奈良、兵
庫、和歌山、岡山、広島、鳥取、島根、徳
島、愛媛、香川及び高知の各県
〒537`0022 東成中浜郵便局留
（建設工事）
都市機構平25・26関西地区工事審査担当
（建設コンサルタント等業務）
都市機構平25・26関西地区コンサルタン
ト審査担当

~ 山口、福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、
宮崎、鹿児島及び沖縄の各県
〒810`8799 福岡中央郵便局留
（建設工事）
都市機構平25・26九州地区工事審査担当
（建設コンサルタント等業務）
都市機構平25・26九州地区コンサルタン
ト審査担当

別記２ 本店所在地及び提出場所（郵送宛先）
〔掲載順序 本店所在地 提出場所（郵送宛先）〕
\ 東京都、千葉、神奈川、埼玉、茨城、栃木、
山梨、長野、新潟、群馬、青森、岩手、宮城、
秋田、山形、福島の各県及び北海道 次のい
ずれかの場所とする。
{ 〒231`8315 横浜市中区本町６`50`１
横浜アイランドタワー14階 独立行政法
人都市再生機構本社総務人事部会計チーム
（045`650`0189）

| 〒163`1313 東京都新宿区西新宿６`
５`１ 新宿アイランドタワー13階 独立
行政法人都市再生機構東日本都市再生本部
総務部契約チーム（03`5323`0316）

} 〒163`1382 東京都新宿区西新宿６`
５`１ 新宿アイランドタワー19階 独立
行政法人都市再生機構東日本賃貸住宅本部
総務部契約チーム（03`5323`2574）

~ 〒163`1321 東京都新宿区西新宿６`
５`１ 新宿アイランドタワー21階 独立
行政法人都市再生機構首都圏ニュータウン
本部総務企画部経理チーム（03`3347`

0709）

� 〒261`8501 千葉県千葉市美浜区中瀬
１`３ 幕張テクノガーデンＤ棟20階 独
立行政法人都市再生機構千葉地域支社総務
部経理チーム（043`296`7242）

� 〒231`8315 神奈川県横浜市中区本町
６`50`１ 横浜アイランドタワー17階
独立行政法人都市再生機構神奈川地域支社
総務部経理チーム（045`682`1532）

‚ 〒336`0027 埼玉県さいたま市南区沼影
１`10`１ ラムザタワー５階 独立行政
法人都市再生機構埼玉地域支社総務部経理
チーム（048`844`2048）

ƒ 〒305`0032 茨城県つくば市竹園１`
２`１ 独立行政法人都市再生機構茨城地
域事業本部２階業務室総務経理チーム
（029`852`2012）

] 愛知、静岡、岐阜、三重、富山及び石川の
各県
〒460`8484 愛知県名古屋市中区錦３`

５`27 錦中央ビル６階 独立行政法人都市
再生機構中部支社総務部経理チーム（052`

968`3315）
^ 大阪府、京都府、滋賀、福井、奈良、兵庫、
和歌山、岡山、広島、鳥取、島根、徳島、愛
媛、香川、高知の各県
〒536`8550 大阪府大阪市城東区森之宮

１`６`85 独立行政法人都市再生機構西日
本支社３階総務部契約チーム（06`6969`

9023）
_ 山口、福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮
崎、鹿児島及び沖縄の各県
〒810`8610 福岡県福岡市中央区長浜２`
２`４ 独立行政法人都市再生機構九州支社
２階総務部経理チーム（092`722`1017）

競争参加者の資格に関する公示

平成25・26年度を有効とする独立行政法人都市
再生機構の物品購入等についての契約を締結する
場合の一般競争（指名競争）参加資格を得ようと
する者の申請方法等について、次のとおり公示し
ます。
平成 24年 10月 26日

独立行政法人都市再生機構
理事 菊地 和博

◎調達機関番号 599 ◎所在地番号 14

１ 業種区分
〔掲載順序 業種：物品等の種類〕
\ 物品販売：事務用品、事務機械、事務用家
具、日用品雑貨、医薬品、電気器具、燃料、
繊維製品、精密機械、写真材料、図書・新聞、
その他

] 製造：印刷、青写真・マイクロ、模型、精
密機械、繊維製品、映画・スライド、その他

^ 役務提供：清掃、運輸、広告、装飾、デザ
イン、サービス、ソフトウエア・受託計算、
調査・研究、物品賃貸、その他

_ 物件買受け：物件買受け
２ 申請の時期及び場所
\ 定期の一般競争（指名競争）参加資格の審
査にあっては、申請者の本店所在地（日本国
内に本店がない場合においては、日本国内の
主たる営業所の所在地。以下同じ。）の区分に
応じ、郵送方式により別記１に掲げる期間及
び郵送宛先において申請を受け付ける。

] 随時の一般競争（指名競争）参加資格の審
査にあっては、平成25年２月１日以降随時、
申請者の本店所在地の区分に応じ、郵送又は
持参方式により別記２に掲げる提出場所（郵
送宛先）において、申請を受け付ける。
なお、申請者が国の物品等又は特定役務の
調達手続の特例を定める政令（昭和55年政令
第300号）が適用される調達契約についての
一般競争又は指名競争に参加しようとする場
合においては、一般競争入札方式に係る競争
参加資格確認申請書を提出したときに限り、
当該競争参加資格確認申請書を提出した支社
等の別記２に掲げる提出場所においても申請
を受け付ける。
なお、土曜日、日曜日、祝日及び年末年始
は受付を行わない。

３ 申請の方法
\ 申請書の入手方法 「一般競争（指名競争）
参加資格審査申請書（物品購入等）」（以下「申
請書」という。）は、平成24年11月１日から次
のホームページアドレスにアクセスして、申
請書様式をダウンロードすることにより入手
することができる。
http://www.ur-net.go.jp/order/info.html

] 申請書の提出方法 申請者は、持参又は郵
送により、{の申請書に|から‚までに掲げ
る書類を添付し、提出すること。また、郵送
による場合は、受付通知票に返信先（本店住
所及び商号又は名称）を記入し、返信用切手
を貼った上で提出すること。
申請書、添付書類の提出部数については、
申請を希望する支社等の数にかかわらず、そ
れぞれ１部とする。

{ 一般競争（指名競争）参加資格審査申請
書（物品購入等）[営業所一覧表を含む。]

| 営業品目一覧
} 営業経歴書
~ 登記事項証明書又は商業登記簿謄本（写
し）（申請者が法人の場合）

� 納税証明書の写し（申請者が個人である
場合においては、国税通則法施行規則（昭
和37年大蔵省令第28号。以下「国税規則」
という。）別紙第９号書式（その３）又は（そ
の３の２）、法人である場合においては、
国税規則別紙第９号書式（その３）又は（そ
の３の３））
ただし、納付すべき租税が更生債権又は
再生債権となり、更生計画又は再生計画が
認可されていないため納付ができず、納税
証明書の写しを提出できない場合又は納税
額について係争中のため、当該係争部分に
係る納税証明書の写しを提出できない場合
（係争部分以外の租税については納税証明
書の写しを提出していることが必要）は、
それぞれ租税の納付ができないことを示す
書類又は納税額について係争中であること
を示す書類

� 財務諸表類（申請者が個人の場合は、こ
れに類する書類）

‚ 行政書士等による代理申請の場合は委任
状

^ 申請書等の作成に用いる言語等
{ 申請書及び添付書類のうち、]{及び�

については、日本語で作成すること。なお、
その他の書類で外国語で記載のものは、日
本語の訳文を付記し、又は添付すること。

| 申請書及び添付書類中の金額について
は、外国貨幣額にあっては、出納官吏事務
規程（昭和22年大蔵省令第95号）第16条の
外国貨幣換算率により換算した邦貨額を記
載すること。

４ 競争に参加することができない者
{から�に掲げる者

{ 契約を締結する能力を有しない者又は破産
者で復権を得ていない者

| 一定の不誠実な行為により当機構から取引
停止措置を受け、その後２年間を経過してい
ない者

�
›


		2012-10-25T14:49:33+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




